
都城市文化芸術振興補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市は、市の文化の総合的な振興を図るため、文化芸術等の活動を行う団体

に対して予算の定める範囲内において補助金を交付するものとし、その交付につ

いては、都城市補助金等交付規則（平成18年規則第64号）に定めるもののほか、

この要綱によるものとする。 

（補助金の種類等） 

第２条 補助金の種類は、別表第１に定めるとおりとする。 

（補助金交付団体の指定等） 

第３条 別表第１に掲げる補助金のうち文化・芸術事業補助金の交付を受けようと

する者（以下「交付申請者」という。）は、当該年度の５月10日までに同表に掲

げる交付団体指定申請に係る書類を提出し、都城市文化・芸術事業補助金審査会

（以下「審査会」という。）による審査を経て市の指定を受けなければならな

い。ただし、同一年度内で１団体が指定を受けることができる事業は、１事業と

する。 

２ 前項の交付申請者は、文化・芸術活動を目的とした団体であって、次に掲げる

全ての要件を満たすものでなければならない。 

 (１) 主に市内を活動の拠点としていること。 

(２) 団体の過半数の構成員が市内に住所を有すること。 

３ 交付申請者の実施する事業は、当該年度の２月末日までに実施されるものでな

ければならない。この場合において、当該事業の補助対象となる期間は、審査会

が認めた期間とし、１年を上限とする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金等交付申請書に、別表第１に

掲げる申請に係る添付書類を添え、概算払とするものについては当該年度の５月

31日までに、確定払とするものについては事業終了後３月以内又は事業実施日が

属する年度の３月10日のいずれか早い期日までに市長に提出しなければならな

い。ただし、市長が認める場合は、期日を延長して申請することができるものと

する。 

 



 （文化・芸術事業補助金審査会の設置） 

第５条 文化・芸術事業補助金の交付については、適正を期するため、審査会を設

置して文化団体等の実施する事業の計画内容について審査するものとする。 

（委員） 

第６条 審査会の委員は、別表第２に掲げる者をもって充てる。 

（会長） 

第７条 審査会に会長を置く。 

２ 会長は、地域振興部長をもって充てる。 

３ 会長は、審査会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する者

がその職務を代理する。 

（会議） 

第８条 審査会の会議は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長をもって充てる。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の意見を聴き、又は審査会

への出席を求めることができる。 

（庶務） 

第９条 審査会の庶務は、地域振興部地域振興課において所掌する。 

（実績報告） 

第10条 第４条の概算払に係る補助金を受けた補助事業者は、補助事業等実績報告

書に、別表第１に掲げる実績報告に係る添付書類を添え、事業完了後１月以内又

は会計年度末のいずれか早い期日までに市長に報告しなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成20年５月１日から施行し、平成20年４月１日から適用する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。 

附 則（平成21年１月22日改正） 

 

 



この要綱は、平成21年１月22日から施行し、改正後の都城市芸術文化振興補助金

交付要綱の規定は、平成20年４月１日から適用する。 

附 則（平成21年５月12日改正） 

この要綱は、平成21年５月12日から施行し、改正後の都城市芸術文化振興補助金

交付要綱の規定は、平成21年４月１日から適用する。 

附 則（平成23年11月４日改正） 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年５月16日改正） 

この要綱は、平成24年５月16日から施行し、改正後の都城市芸術文化振興補助金

交付要綱の規定は、平成24年４月１日から適用する。 

附 則（平成27年３月30日改正） 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年９月20日改正） 

この要綱は、平成28年９月20日から施行し、改正後の都城市芸術文化振興補助金

交付要綱の規定は、平成28年４月１日から適用する。 

附 則（平成29年３月７日改正） 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年６月29日改正） 

この要綱は、平成29年６月29日から施行し、改正後の都城市芸術文化振興補助金

交付要綱の規定は、平成29年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

 附 則（平成31年１月16日改正） 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

   附 則（令和２年６月10日改正） 

 この要綱は、令和２年６月10日から施行し、改正後の都城市芸術文化振興補助金

交付要綱の規定は、令和２年４月１日から適用する。 

   附 則（令和３年３月19日改正） 

 この要綱は、令和３年３月19日から施行し、改正後の都城市芸術文化振興補助金

交付要綱の規定は、令和２年４月１日から適用する。 



附 則（令和４年３月29日改正） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月22日改正） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条関係） 

 文化・芸術事業補助金 都城芸術文化協会運営費

補助金 

都城芸術文化協会事業費

補助金 

補助の

目的 

市内で文化・芸術活動を

行う団体の育成と発表機

会の充実を図るととも

に、市民が文化・芸術に

触れる機会を創出するこ

と。 

市内の文化団体が加盟す

る都城芸術文化協会の育

成のため、運営を助成す

ること。 

都城芸術文化協会の開催

する事業を助成するこ

と。 

交付対

象者 

 

 

第３条第１項の規定によ

り市の指定を受けた団体 

 

都城芸術文化協会 

 

都城芸術文化協会 

補助対

象事業 

(１) 文化・芸術を担う

人材を育成する事業 

(２) 文化・芸術の研究

調査活動事業 

(３) 文化・芸術活動の

成果を発表する事業 

(４) 文化活動の向上の

都城芸術文化協会の運営 都城芸術文化協会が主催

する文化芸術の振興に関

する事業 



ために、外部から講師

や指導者を招聘する事

業 

上記にかかわらず、学

校、企業等が行うもの、

教授所、教室等が行う稽

古ごと、習いごとの発表

会、４年周期以下の周年

事業等については、補助

の対象としない。 

補助対

象経費 

(１) 賃金（主催者の賃

金は除く。） 

(２) 報償費（会員に対

するものを除く。） 

(３) 旅費（講師及びゲ

ストに係るものに限

る。） 

(４) 消耗品費 

(５) 食糧費（当日のケ

ータリング、当日の弁

当代に限る。） 

(６) 印刷製本費 

(７) 通信運搬費 

(８) 広告料 

(９) 手数料 

(10) 委託料 

(11) 使用料及び賃借料 

(12) 保険料 

(１) 報償費（会員に対

するものを除く。） 

(２) 旅費 

(３) 消耗品費 

(４) 印刷製本費 

(５) 通信運搬費 

(６) 手数料 

(７) 筆耕料 

(８) 使用料及び賃借料 

(９) 負担金及び補助金 

(10) 賃金（会員に対す

るものを除く。） 

(１) 賃金（会員に対す

るものを除く。） 

(２) 報償費（会員に対

するものを除く。） 

(３) 旅費（講師及びゲ

ストに係るものに限

る。） 

(４) 消耗品費 

(５) 食糧費（当日のケ

ータリング、当日の弁

当代に限る。） 

(６) 印刷製本費 

(７) 通信運搬費 

(８) 広告料 

(９) 手数料 

(10) 委託料 

(11) 使用料及び賃借料 

(12) 保険料 

(13) 負担金及び補助金 

補助金 (１)30万円（審査会が必補助対象経費 補助対象経費 



額 要と認めた事業につい

ては、50万円）を上限

に、補助対象経費の総

額から収入（入場料、

協賛金等）を差し引い

た額の２分の１以内

（千円未満切捨て）。

ただし、補助金額が５

万円未満となるもの

は、対象としない。 

(２)前号に掲げる以外

に、新感染症（感染症

の予防及び感染症の患

者に対する医療に関す

る法律（平成10年法律

第114号）第６条第９

項に規定する新感染症

をいう。）等の感染拡

大又は災害（災害対策

基本法（昭和36年法律

第223号）第２条第１

号に規定する災害をい

う。）の影響により事

業を中止し、又は事業

の規模を縮小した場合

その他これに類するも

のとして市長が認める

場合、審査会で決定し

た補助交付予定額を上

限に、補助対象経費の



総額から収入を差し引

いた額の２分の１以内

（千円未満切捨て） 

支払方

法 

確定払 概算払 概算払 

交付団

体指定

申請に 

係る提

出書類 

１ 補助金交付団体指定

申請書 

２ 収支予算積算内訳 

  

申請に

係る添

付書類 

１ 事業実績書 

２ 収支決算書 

３ 領収書の写し、事業

実施に係る資料（プロ

グラム、チラシ、写真

等） 

１ 事業計画書 

２ 収支予算書 

１ 事業計画書 

２ 収支予算書 

実績報

告に係

る添付

書類 

 １ 事業実績書 

２ 収支決算書 

３ 領収書の写し 

１ 事業実績書 

２ 収支決算書 

３ 領収書の写し、事業

実施に係る資料（プロ

グラム、チラシ、写真

等） 

交付条

件 

１ 目的外使用の場合の

返納 

２ 使途及び事業実績に

ついての調査 

３ 都城市情報公開条例

（平成18年条例第28

号）第22条の規定に基

づく文書の公開 

１ 目的外使用の禁止 

２ 目的外使用の場合の

返納 

３ 使途及び事業実績に

ついての調査 

４ 都城市情報公開条例

第22条の規定に基づく

文書の公開 

１ 目的外使用の禁止 

２ 目的外使用の場合の

返納 

３ 使途及び事業実績に

ついての調査 

４ 都城市情報公開条例

第22条の規定に基づく

文書の公開 



別表第２（第６条関係） 

地域振興部長 

地域振興課長 

生涯学習課長 

文化財課長 

美術館長 

 


